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i-Construction の概要

○ Society5.0の実現に向けi-Constructionの取組を推進し､建設現場の生産性を2025年度までに２割向上を目指す。

○ ICT施工の工種拡大､現場作業の効率化､施工時期の平準化に加えて､測量から設計､施工､維持管理に至る建設プロセス
全体を3次元データで繋ぎ､新技術､新工法､新材料の導入､利活用を加速化するとともに､国際標準化の動きと連携。

準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

機器活⽤による測量 2次元図⾯による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活⽤し、効率化、⾼密度化した
⾯的な3次元測量

⼈⼿が必須な点検作業 労働⼒を主体とした施⼯

測量 設計

施⼯維持管理

3次元モデルによる可視化と
⼿戻り防⽌、4D(時間)、5D(コス
ト)による施⼯計画の効率化

ICT施⼯の⼯種拡⼤、
3次元データに基づく施⼯、
デジタルデータ活⽤による
新技術の導⼊拡⼤等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施⼯維持管理

建設⽣産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活⽤
ロボット、AI技術の開発 ⾃動運転に活⽤できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

⾃動化
ビックデータ

ロボット
AI

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通
信

3

「生産性」を検討



i-Construction トップランナー施策

○設計､発注､材料の調達､加工､組立
等の一連の生産工程や､維持管理を
含めたプロセス全体の最適化が図
られるよう､全体最適の考え方を導
入し､サプライチェーンの効率化､
生産性向上を目指す｡

○Ｈ28dは機械式鉄筋定着および流動
性を高めたコンクリートの活用に
ついてガイドラインを策定。

○部材の規格(サイズ等)の標準化に
より､プレキャスト製品やプレハブ
鉄筋などの工場製作化を進め､コス
ト削減､生産性の向上を目指す｡

全体最適の導入
(コンクリート工の規格の標準化等)

©三井住友建設

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

クレーンで設置 中詰めコン打設

プレキャストの進化 （例）定型部材を組み合わせた施工

クレーンで設置

©大林組

規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

ICTの全面的な活用
(ICT土工)

○調査･測量､設計､施工､検査等の
あらゆる建設生産プロセスにおい
てICTを全面的に活用｡

○３次元データを活用するための15
の新基準や積算基準を整備｡

○国の大規模土工は､発注者の指定で
ICTを活用｡中小規模土工について
も､受注者の希望でICT土工を実施
可能｡

○全てのICT土工で､必要な費用の計
上､工事成績評点で加点評価｡

ドローン等を活用
し､調査日数を削減

３次元設計データ等
により､ICT建設機械
を自動制御し､建設
現場のICT化を実現

３次元測量点群デー
タと設計図面との
差分から､施工量を
自動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》
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Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

施工時期の平準化

○公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく､偏りが激しい｡

○限られた人材を効率的に活用する
ため､施工時期を平準化し､年間を
通して工事量を安定化する｡

平準化

出典：建設総合統計より算出
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i-Construction に関する適用工種拡大

○ 国交省では、ICTの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。

○ 今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討。

【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋 5



ICT施工の実施状況

○ 直轄土木工事のICT施工の公告件数、実施件数とも増加しており、2022年度は公告件数の87％で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数は倍増しており、実施件数も増加している。

6【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



ICT活用工事の実施状況

7【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工、舗装工及び
浚渫工（河川）では約３割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。



○新型コロナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産性
や安全性向上を図るため、５G等基幹テクノロジーを活用したインフラ分野のDXを強力に推進。

○インフラのデジタル化を進め、2023年度までに小規模なものを除く全ての公共工事について、
BIM/CIM※活用への転換を実現。

○現場、研究所と連携した推進体制を構築し、DX推進のための環境整備や実験フィールド整備等を行
い、3次元データ等を活用した新技術の開発や導入促進、これらを活用する人材育成を実施。

※BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）

インフラ分野のDX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進

インフラDXを推進する体制の整備

・対象とする構造物等の形状を3次元で表現
した「3次元モデル」と「属性情報」等を組み
合わせたBIM/CIMモデルの活⽤拡⼤

地⽅整備局
技術事務所等
⼈材育成センター

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証 等

国⼟交通本省
推進本部

・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔機

能 等

国総研、⼟研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
・直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・３次元データや５G等を活用した新技術

の研究開発
・海外動向の研究 等

連携

企業 大学

公共事業を「現場・実地」から「⾮接
触・リモート」に転換
・発注者・受注者間のやりとりを「⾮接触・リモー
ト」⽅式に転換するためのICT環境を整備

仮設計画 ⼲渉確認

受注者 発注者

3D共有環境での検証

リアルデータを活⽤した技術開発の推進
・熟練技能労働者の動きのリアルデータ等
を取得し、⺠間と連携し、省⼈化・⾼度
化技術を開発

5G等を活⽤した無⼈化施⼯技術開
発の加速化
・実験フィールド、現場との連携のもと、無⼈
化施⼯技術の⾼度化のための技術開発・
研究を加速化

インフラのデジタル化推進と
BIM/CIM活⽤への転換
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i-Constructionとインフラ分野のDXの関係

9【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



国土交通省インフラ分野のDX推進本部の開催状況について

10
【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



インフラ分野のDXで目指す姿

11【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



インフラ分野のDXでの取組方針（分野網羅的、組織横断的な取組）

12【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



インフラ分野のDXでの取組（組織横断的なDX推進体制の強化）

13
【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



インフラ分野のDXでの取組（データプラットフォームの取組）
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【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



インフラ分野のDXでの取組（3Dデータ・デジタル空間の活用）

15【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋



BIM/CIMの概要

16

BIM/CIM： Building/Construction Information Modeling, Management の略。
建設事業で取扱う情報をデジタル化することにより、受発注者のデータ活用・共有を容易にし、建設

事業全体における一連の建設生産・管理システムの効率化を図ること。
情報共有の手段として３次元モデルや参照資料を使用する。

【出典】 「ICT導入協議会（第17回） （R5.9.14）」資料より抜粋

⇒令和5年度からBIM/CIM原則適用



港湾における i-Construction の取組方針

⇒ 令和２年度～

○ ＩＣＴ浚渫工の
さらなる推進

港湾における i-Construction 推進幹事会

港湾における
i-Construction 推進委員会

港湾における
ICT導入検討委員会

平成28年度～令和元年度

○ 港湾においては、平成28年度から「港湾におけるＩＣＴ導入検討委員会」を設置し、浚渫工事を対象に
ICT活用の検討を始め、他工種へのICT活用の拡大や業務・工事へのBIM/CIMの導入等の取組を実施。

○ 令和２年度からは、港湾におけるi-Construction を次なるステージへ進めるため、委員会を「港湾にお
けるi-Construction 推進委員会」に改称し、現場で必要とする技術課題を現場で実証しながら、港湾の
建設生産の全プロセスで ICT・BIM/CIMの活用等を推進し、効率化に取組む｡

・ICT浚渫工の実施（本格運用）
（測量、施工管理のICT活用、各種要領の検証・改定 等）

・ICT浚渫工の試行工事の実施
・ICT浚渫工の本格運用
（測量、施工管理へのICT導入・活用、各種要領の策定・検証・改定等）

・ICT基礎工、ICTﾌﾞﾛｯｸ据付工の試行工事の実施
・ICT本体工のモデル工事の実施
・ICT海上地盤改良工の検討、試行工事の実施
（測量、施工管理へのICT導入・活用、各種要領の策定・検証・改定 等）

・BIM/CIM活用業務・工事の推進
（令和５年度までの業務・工事へのBIM/CIM原則適用に向けた取組）

・ICT・BIM/CIMを活用した監督･検査方法の検討
（クラウド等による情報プラットフォーム構築による施工情報の共有化、

ウェアラブルカメラ等を活用した遠隔検査 等）

・ICT基礎工、ICTﾌﾞﾛｯｸ据付工の
モデル工事の実施
（測量、施工管理へのICT導入・活用、各種要領の策定 等）

・ICT本体工の検討（ｹｰｿﾝ据付ｼｽﾃﾑの標準仕様の検討）

○ ＩＣＴ活用工事の
拡大

・BIM/CIM活用業務・工事の導入・推進
（設計業務の実施、工事の実施（設計業務からの展開） 等）

○ BIM/ＣＩＭの
活用

・ICT・BIM/CIMを活用した監督･検査方法の検討

(施工管理ｼｽﾃﾑの導入・連携による効率化 等）

○ 監督・検査の
省力化

○ i-Constructionの推進による効率化
・大規模プロジェクト等で実証しながら技術の適用性を評価

17



【プラットフォームの構築】
建設生産プロセス全体を

BIM/CIM活用により
3次元データで繋ぐ

番号 A-1 A-2 A-3
設計値 +3.10 +3.10 +3.10
実測値 +3.12 +3.12 +3.13
差 +0.02 +0.02 +0.03
⽴会値 +3.12
差 +0.02
規格値 ±5cm

出来形管理表（杭天端⾼）

○ 港湾の建設現場において、ＩＣＴ施工や３次元データを導入し、各種作業の効率化、監督・検査の遠隔化等により、生産性向上や労働環
境の改善等を図る。

○ 令和５年度は、ICT施工について引き続き試行工事を実施するとともに、マルチビームソナー測深データのリアルタイム処理システムの
構築等を行う。また、３次元データの活用について、BIM/CIMプラットフォームの構築や各工種への適用について検討を行う。

ＩＣＴ施工 ３次元データ活用

マルチビーム
等を活用した
3次元測量

維持管理

ロボットやセンサー
による3次元点検

データの取得

施工

設計測量

プラットフォームの構築によりBIM/CIM活用を推進するとともに、
データの共有を円滑にする

港湾におけるi-Construction ・DXの推進に向けた取組

出来形の情報

3 次元データに基づく施工、品質管理

施工状況写真

鋼管杭ミルシート

材料の情報

【事例②】
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの活用
によるデータ管理
の一元化

書類作成・検討時間
20%～30%削減

BIM/CIMによる3次元設計 【事例①】
• 複雑な施工手順

の明確化
• 説明資料作成の

省力化

施工検討にかかる
時間が約2割削減

ＩＣＴ基礎工 ＩＣＴブロック据付工

リアルタイムでの施工位置把握 据付箇所をリアルタイムで可視化

試行工事の実施等により、基準要領類の整備等を進める

ＩＣＴ浚渫工

ナローマルチビーム測量

クラウド
サーバ

事務所等

• 測深データの
リアルタイム処理

• 自動図化

ICT施工の
更なる効率化

• ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑｿﾅｰによ
る面的測量

• 施工管理システム
による浚渫箇所の
可視化

延べ作業時間
約15％削減

(令和３年度実績により試算)

シングルビーム測深

マルチビーム測深

面で海底を未測なく計測

線で海底を計測

作業船による浚渫と施工箇所（海底）の可視化

18
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港湾におけるICT・BIM/CIM活用事業の実施状況
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○ ICT活用工事は、平成29年度から浚渫工を対象として実施、以降、基礎工、ブロック据
付工、本体工に拡大。（令和３年度までは着実に増加していたが、令和４年度は工事全
体の発注件数が減少した影響もあり、減少となった）

○ BIM/CIM活用業務・工事は、平成30年度に設計業務（杭式桟橋、臨港道路等）を対象と
して導入し、以降、工事に展開し、着実に増加。

※実作業に着手した年度にて集計 （1～3月の契約工事は次年度扱い） ※実作業に着手した年度にて集計 （1～3月の契約工事は次年度扱い）



目 次

 国土交通省における
i-Constructionの取組

 本年度の検討内容

 ICTの活用

 BIM/CIMの活用

 監督・検査の効率化

 人材育成の取組

 今後の展開
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ICT活用工事の検討経緯

・ ICT本体工（ケーソン据付工）のモデル工事を実施

・ ICT測量に加え、施工のICT化についても本格運用

施工箇所の可視化

１．ＩＣＴ浚渫工のさらなる推進 ２．その他の工事への拡大

○各種要領の整備

等

・ ICT基礎工、ブロック据付工、海上地盤改良工の
試行工事を実施

21

全面導入 試行工事

○ ICT浚渫工については本格運用。ICT基礎工・ICTブロック据付工、ICT海上地盤改良工につい
ては試行工事、ICT本体工についてはケーソン据付工のモデル工事を実施。

○ 各工事の実績等を踏まえ、ICT活用工事の実施に係る各種要領を整備。

基礎工 ・・・・・・・・・・事前測量、捨石数量計算、施工可視化

ﾌﾞﾛｯｸ据付工・・・・・・完成断面の測量、施工可視化

海上地盤改良工・・・起工・出来形測量、数量計算、施工可視化

ケーソンの半自動据付

モデル工事

測量
マニュアル

数量算出

出来形管理

監督・検査

積算

策定・改定
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ICT活用工事における各種要領の整備状況 （R5年11月時点）

要 領 （令和４年度運用版）区分

・マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工編） ※CUBE処理対応

・３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編）

・３次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編） ※CUBE処理対応

・３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（浚渫工編） ※CUBE処理対応

・ICT活用工事積算要領（浚渫工編）

ICT浚渫工

・３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（基礎工編）

・ICT活用工事積算要領（基礎工編）
ICT基礎工

・ICT機器を用いた測量マニュアル（ブロック据付工編）

・ICT活用工事積算要領（ブロック据付工編）
ICT

ブロック据付工

・ICT機器を用いた出来形管理要領（本体工：ｹｰｿﾝ据付工編）（ﾓﾃﾞﾙ工事用）

・ICT機器を用いた出来形管理の監督・検査要領（本体工：ｹｰｿﾝ据付工編）（ﾓﾃﾞﾙ工事用）

・ICT活用工事積算要領（本体工編）（モデル工事用）

ICT本体工

・マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）

・３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）

・３次元データを用いた出来形管理要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）

・３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）

・ICT活用工事積算要領 (海上地盤改良工：床掘工・置換工編) 

ICT
海上地盤改良工

○ ICT活用工事の各種要領は、モデル工事・試行工事の実績データやアンケート調査結果等を
踏まえた改定や新規作成を行い、現在は、以下の要領にて試行工事等を実施中。

※ 令和４年度新規策定、 過年度継続
※ 各要領の詳細（港湾におけるi-Construction）： https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html
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ICT活用工事における各種要領(案)の検討



試
行
工
事
結
果
等
の
整
理
・分
析
（ア
ン
ケ
ー
ト
、
取
得
デ
ー
タ
等
）

各種要領案の検討（令和５年度）

【ICT浚渫工】 数量計算（CUBE処理の適用検証）

【ICT本体工】 出来形管理、監督・検査、積算（試行工事への適用検討）

以下は、軽微な改定を予定（積算要領等）

【ICT基礎工】 【ICTブロック据付工】 【ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）】

○ 試行工事の結果等（アンケート結果、実績データ、関係者ヒアリング、実証実験等）を踏まえ、
ICT活用工事の推進・拡大に向けて、生産性向上の観点から、課題の抽出・整理、対応策の
検討を行うとともに、各種要領（案）の作成（改定、新規策定）を行う。

課題の抽出・整理、対応策の検討（昨年度継続）

• ３次元点群データ解析の迅速化（マルチビーム取得データのノイズ処理 等）

• 施工中の管理や、出来形計測における適用技術の検討

• 施工履歴の活用（捨石機械均し、床掘施工管理システムのガイダンス情報 等）

• 提出資料の簡素化 /等
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浚渫工の要領案の検討（CUBE処理対応版）

維持管理検査施工・出来形計測
設計・

施工計画
測量

⑥ 点検等
への活用

• 完成時の３次
元データをもと
に経年変化等
の確認に活用。

• 埋没経過状況
の把握。

① ３次元起工測量

【３次元測量】

３次元測量により詳細な海底地形を把握

• 施工前に「マルチビーム」を用
いた水深測量（３次元起工測
量）を行う。

③ ICTを活用した施工

【施工箇所の可視化】

• ICTを活用して、水中施工箇所をリアルタ
イムで可視化し、施工を行う。

② ３次元データによる施工量算出

• ３次元起工測量結果と、設計図書より
作成した３次元設計データを用いて、
施工量を算出する。

3次元起工測量結果

3次元設計データ

【３次元数量算出】

３次元起工測量結果と３次元設計データから
正確な施工量（浚渫土量）を算出

④ ３次元出来形測量

• 浚渫工が完了した後、
「マルチビーム」を用
いた水深測量（出来形
測量）を行い、出来形
管理を行う。

• 出来形測量の取得
データは、水路測量に
も使用可能とする。

リアルタイムでの施工位置や出
来形の可視化により施工管理
を効率化

【３次元出来形測量】

３次元測量による出来形計測により、詳細な浚
渫後の海底地形を把握、施工管理を効率化

出来形測量と水路測量の一体化による時間･コ
ストの削減

⑤ ３次元データを活用した検査

OK

発注者

• ３次元測量データから帳票等を作成し、
工事完成図書として納品する。

• ３次元データを活用した電子検査を行う。
【帳票の自動作成】

【３次元電子検査】

帳票自動作成により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

○ 現時点（令和5年11月時点）にて
実施要領（CUBE処理対応版を含む）を策定済

※ CUBE処理の適用検証
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令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

システム・AIの開発の整備

運用

基礎工以外への適用およびデータ管理、運用方法の検討

試験運用（業務艇）

通信状態の検証、

利用マニュアルの整備

GNSS
（衛星測位システム）

MBES
（マルチビーム
音響測深機）

船上処理システム
〇測深データを点群化処理

して送信

クラウド処理システム
○リアルタイム；点群によるリアルタイム図化
○後処理；半自動・高速に解析・処理し2D・

3D図化/ノイズ除去に3DAI導入
○基礎工への適用を検討（機能拡張）

事務所等

後処理／２D表示 リアルタイム／３D表示 リアルタイム／差分表示

陸上等任意端末
○リアルタイム；クラウド上の図面を

ウェブブラウザで確認
○後処理；クラウド上の後処理ソフトで

解析・処理

４G
海上長距離Wi-Fi 通常の

インターネット接続

クラウド処理システム（機能拡張）

○データ閲覧；クラウド上での図面の比較・確認
○データ保存等；点群、グリッドデータ、設計図書用

図面のエクスポート、帳票出力

横断検索横断検索

機能拡張

データ保存・管理
データ閲覧

クラウドサーバ

クラウド処理システム（機能拡張）
〇参照データ； クラウド処理システム、ローカル端末の双方か

ら定義可

〇参照データの検索・選択抽出
○参照データとの重畳・断面、差分解析、品質検査

連携を検討 BIM/CIMクラウド
①
リアルタイム処理

後処理

「マルチビームデータクラウド処理システム」の構築 （1/2）

〇昨年度（R4d）迄に浚渫工のリアルタイム処理等のシステムが概成。

○本年度（R5d）は業務艇を用いた当システムの現地実証、基礎工への適用に向けた検討（工種拡大） 。

試験運用（工事）

施工中測量1回目

施工中測量1回目 TIN
6.12m

横断面

縦断面

6.12m
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○ 現地実証は港湾業務艇に搭載されているマルチビームと船上処理システムを用い、データ取得、リア
ルタイム処理、後処理による一連の解析を実施。

制御・記録装置
（専用ノートPC）

クラウドサーバ
・クラウドリアルタイム処理システム

・クラウド後処理システム

無線通信

マルチビームソナーとその関連機器（一式）例

事務所等

陸上
○リアルタイム配信データの受信
○クラウド上での図面の確認

マルチビームソナー

GNSS,動揺センサ

計測用PC

マルチSIM
ルーター

長距離WIFI
ルーター

長距離WIFI送信側
@船上

長距離WIFI
ルーター

長距離WIFI
ルーター

4Gアンテナ

4Gアンテナ
船上処理システム
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「マルチビームデータクラウド処理システム」の構築 （2/2）



令和5年度令和4年度令和3年度計測技術工種

ナローマルチビーム
基礎工捨石均し
（出来形計測技術） 機械施工履歴

機械施工履歴床掘工(出来形計測技術)

実施内容

◯ 出来形管理や監督・検査における省力化を図るため、ナローマルチビーム測量に対応した新たな出来形管理基準
の策定や施工履歴を用いた出来形管理要領等の策定を目指し、令和4年度より「ICT施工出来形管理基準の策定
に向けたモデル工事」を開始。

◯ 令和5年度からモデル工事の検証内容に基礎工・床堀工における機械施工履歴出来形検査手法を追加。

：新技術促進 ：モデル工事検討スケジュール 凡例

施⼯履歴出来形検査⼿法NMB※出来形検査⼿法項 ⽬

床堀⼯基礎⼯（機械均し）基礎⼯（⼈⼒均し）対象⼯種

上段︓施⼯履歴取得イメージ
下段︓出来形計測結果

施⼯管理システムより
掘削時(荒堀、仕上げ
掘)のグラブバケット
中⼼部の座標を取得し、
機械施⼯履歴による出
来形計測結果として作
成。出来形基準に収
まった割合を達成率と
して評価するため、従
来⼿法(⾳線測量)によ
るデータを取得し、精
度(達成率の⽬安)の⽐
較・検証を⾏う。

上段︓施⼯履歴取得イメージ
下段︓施⼯履歴データ

施⼯管理システム(重錘
につけたプリズムの⾃動
計測)より仕上均し時の
座標(x,y,z)を取得し、施
⼯範囲の天端⾼における
出来形管理基準の検証を
⾏う。天端⾼の精度確認
のため、従来⼿法(重錘
を⽔中スタッフとした⽬
視計測)を２ｍ間隔で実
施し、施⼯履歴データで
取得した天端⾼と⽐較・
検証を⾏う。NMB測深による基礎⼯３次元

ﾃﾞｰﾀ上段︓標定点及び既設ﾌﾞﾛｯｸ
含む

基礎⽯本均し⾯(天端
⾼)を対象に、従来⼿
法(⽔中⽔準器等)及び
ＮＭＢ測深による計測
結果の⽐較・検証する
事で、NMB測深による
出来形管理基準の適⽤
検証を⾏う。R4年度は
平板を標定点として設
置する事で精度を確保
したが、R5年度は標定
点を設置しない、効率
的な⼿法を検討する。

※ナローマルチビーム

検討概要

各局1件以上実施件数

ICT施工の推進に向けた出来形計測に係るデータ収集
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基礎工（捨石人力均し）の出来形計測技術の検討

28

○ 取得するデータ

【令和４年度から継続】

・ １ｍ×１ｍ程度の平板を標定点として設置し、従来手法（水中水準器等）で計測を行い
マルチビーム測深の補正データとして使用。

※標定点として使用する平板は計測時には測定面に金具等の突起がないようにする。

【令和５年度から追加】

（近傍に平らなブロックがある場合）

・ ブロックを標定点の代用として従来手法で計測。
※代用するブロックに敷設用の吊金具等がついていないことに留意する。

（近傍に平らなブロックがない場合）

・ 本均しの施工範囲の一部にて２ｍ×２ｍの丁張りを設置して均しを行い、当該範囲を
従来手法で計測し、ＮＭＢ測深の補正データとして使用できるかを検証。

近傍に既設のブロック等がない場合近傍に既設ブロック等がある場合

標定点＋近傍ブロックで計測

＜追加のデータ計測イメージ＞

計測範囲

確認範囲

2m

2m

丁張りを設置して
均した範囲を比較

計測点（従来手法）



○取得するデータ（施工履歴データ）

• 施工管理システム（重錘につけたプリズムを自動追尾式TSで計測）より、仕上均し時の座標
（x,y,z）を取得。

• 施工履歴で取得した座標より、施工範囲の天端高が出来形管理基準を満たしているか確認。

• 施工管理図より、施工履歴が施工範囲を満たしていることを確認（天端幅・延長の確認）。

• モデル工事では、天端高の精度確認のため、従来手法（重錘を水中スタッフとしてレベルによる
目視計測）を２ｍ間隔で実施し、施工履歴データで取得した天端高と比較検証。

基礎工（捨石機械均し）の出来形計測技術の検討
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＜データの取得イメージ＞



海上地盤改良工（床掘工）の出来形計測技術の検討

30

○取得するデータ（施工履歴データ）

• 施工管理システムより掘削時（荒堀、仕上げ掘）のグラブバケット中心部の座標を取得。

• 施工完了後、取得した中心座標のｚ座標（水深）をグラブバケットの形状に均等に配分し、点群
として施工面に配置。

• 施工面を１ｍ×１ｍの平面格子に分割し、各格子の点群の最深値を計測値として抽出し、機械
施工履歴による出来形計測結果を作成。
出来形基準に収まった格子数の割合を達成率として評価。

• モデル工事では従来手法（音響測量）によるデータを取得し、精度（達成率の目安）や土質の影
響について検証。

＜データの取得イメージ＞



検 査施工・出来形計測

本体工（ケーソン据付）出来形管理要領の改定に向けた検討

31

○ 令和３年度に、ケーソン据付システムより取得したデータを活用した「出来形管理要領（モデル
工事用） 」および 「出来形管理の監督・検査要領（モデル工事用）」を作成。

○ 昨年度（R4d）から継続中のモデル工事にてデータを取得中、本年度（R5d）に現行要領を検証
し、要領案を改定予定。

① ケーソン据付システムの情報を活用した施工、出来形計測 ② ケーソン据付システムの
出来形確認データを活用した検査

• システムから得られた出来形管理データより
帳票を作成し、検査書類作成を効率化

• 据付後の実測作業省略による検査効率化

• GNSSまたはトータルステーション、傾
斜計、水位計等により据付中ケーソン
の位置・姿勢・注排水状況を計測し、
目標据付位置と据付用の現在位置
（XYZ)を同時に表示して姿勢等を監視
しながら、注排水ポンプ操作の自動制
御を含むシステムで据付（施工）を行う。

• 上記のシステムから得られる情報によ
る出来形管理。

発注者

OK

帳票作成

※ モデル工事を実施中 ※ モデル工事を実施中

＜令和５年度＞ 継続中のモデル工事の実績データを用いて要領を検証し、以下の要領を作成予定（モデル工事用を改定）

 ICT機器を用いた出来形管理要領（本体工：ケーソン据付工編）

 ICT機器を用いた出来形管理の監督・検査要領（本体工：ケーソン据付工編）

 ＩＣＴ活用工事積算要領（本体工：ケーソン据付工編）



ICTを活用した工事安全対策モデル工事の実施
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【活用に係る意見（暫定）】（令和４年度アンケートより）

・据付作業時の安全確認にかかる時間が短縮し作業効率が向上
・CCDカメラの増配線が加わり機動性を低下
・手配に苦労するものもあるため、手軽なシステムが標準になるとよい

○ ICTを活用した安全対策の標準化を図るため、海中作業の可視化や潜水士の位置を把握するため
のICT機器を潜水士や作業船に装備し､その定着を図るモデル工事を令和４年度より開始。

○ さらに、令和５年度から作業船のクレーン作業において､リアルタイムに危険を察知できる検知シス
テム等の活用により安全性の向上を図る「安全対策重点モデル工事」を開始。

■作業船と潜水作業との連携向上モデル工事（R4.7.1～）[継続]
◇潜水士がトランスポンダ、ダイバーカメラ（CCDカメラ）、ROV等を装備し、

潜水士の位置情報や見た映像をリアルタイムに起重機船と潜水士船
に送信

■潜水作業の見える化向上推進工事<中小向け>（R4.7.1～）[継続]
◇潜水士がダイバーカメラ（CCDカメラ）、緊急時浮上用ボンベ、ダイビングコ

ンピューター、ROV等を装備し、潜水士の見た映像をリアルタイムに潜水士
船に送信

■安全対策重点モデル工事（R5d～）[新規]

◇参考例①：クレーン作業安全支援システム
クレーンのブーム先端に取り付けたカメラと
AIにより、現場を立体的に認識し、危険を
予測して注意喚起を行うシステム。

◇参考例②：レーザー検知システム
2Dレーザーを利用した接触防止警報システム。



「港湾空港関係中小企業向けICT活用施工管理モデル工事」の実施
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○ ICT活用工事の港湾空港関係工事のほとんどは大規模な工事に活用されており､中小規模の
工事での活用は稀な状況である。

○ ICT活用工事の受注機会の少ない中小規模の工事に､ICT施工の中でも比較的導入しやすく他
工事への適用に関しても汎用性の高い遠隔臨場とデジタル工事写真の小黒板情報電子化およ
び電子検査を完全実施することで中小クラスのICT施工スキル向上の一助を目指す。

【対象工事】

• 発注等級をＢ等級以下とする港湾・海岸工事を対象とする。（ただしＡ等級まで拡大した場合は対象としない）

【試行内容】

① 当該工事の共通仕様書に基づくすべての材料検査､施工状況検査及び立会を原則すべて遠隔臨場で実施する

② 工事内の写真管理をデジタル工事･業務写真の小黒板情報電子化を用いて管理する

③ 電子検査をオンライン検査、またはオフライン検査にて実施する

→ 上記､①～③の実施を確認出来た工事に対して､工事成績評定の｢創意工夫（その他）」として加点

①遠隔臨場 ②小黒板情報電子化

①～③のすべてを実施→工事成績点で加点

③電子検査

令和４年度実施件数：約60件



「中小企業向けICT活用」の検討

○ 大手企業は、ICT施工や新たなICTの導入に積極的に取組んでいるが、その一方で
中小企業は、取組が少ないという現状である。

○ 要因としては、工事規模や発注件数も考えられるが、ICT導入に係る設備投資の負
担や対応人員の不足などが考えられる。

○ 段階的な取組により、中小企業がICTを導入しやすいモデル工事を検討。
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＜モデル工事の対象工種（案）＞
（測定誤差があっても、許容範囲への影響が小さい工種を選定）

 上部コンクリート工、場所打コンクリート工
（延長： ＋規定しない、－0cm）
（法線出入り： ±5cm）

 消波ブロック工
（型枠計上寸法： 観察結果）
（ブロック外観： 観察結果）
（据付延長： 10cm単位）

 裏込工
（天端面、法面：±20cm）
（天端幅、延長：＋規定しない、-10cm）

※ 昨年度（R4d）に検討した「陸上部分の港湾構造物を対象
とした出来形管理および監督・検査に係るICT要領案」の
検証を行い検証し、モデル工事への適用を図る。

◆検討内容（段階的な取組）

中小企業においてICT活用を拡大して
いくため、現状やニーズの把握を目的
としたアンケート調査の実施。

中小規模の工事向けのICT活用の観
点から、汎用性が高く、簡易な技術や
機器等（スマートフォン、デジタルカメラ
等）の港湾工事への活用について現
地計測試験の実施。

出来形計測や監督・検査の効率化に
向けた要領案の検討。



中小企業向けICT活用に関するアンケート調査(1/3)
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内 容項目

中小企業においてICT活用を拡大していくため、現状やニーズの把握を目的とする実施目的

各地方整備局、日本港湾空港建設協会連合会（以下、「日港連」）
を窓口とした中小企業

対象者

令和５年７月末（調査協力依頼） ～ ８月２５日（回答受付終了）： 約１ヶ月間調査期間

・ ICTの活用状況
・ ICT活用に向けた取組状況
・ ICT活用に関する需要
・ ICT活用拡大に向けて（期待する効果、解決すべき課題）
・ ICT機器の使用状況（工事、工種、内容、機器、効果のあった項目等） 等

調査内容

地方整備局経由による回答数： 125件（有効回答件数125件）
日港連経由による回答数 ： 155件（有効回答件数153件、※重複2件）

回答件数

■ アンケート調査の概要



中小企業向けICT活用に関するアンケート調査(2/3)

＊全体数
有効回答件数278件

＊全体数
回答件数278件のうち既
存ICT工事に関する回答
を除いた２２６件
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■ アンケート調査結果（抜粋：活用状況、取組状況）



(2) ワンマン測量関係(1) レーザースキャナー

(4) 配筋検査アプリ(3) LiDAR機能利用アプリ

中小企業向けICT活用に関するアンケート調査(3/3)
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■ アンケート調査結果（抜粋：主な使用機器）

■3Dレーザースキャナー（TrimbleTX8）
■レーザースキャナー(TrimbleSX10) 
■GL S-2200シリー3DLaser Scanner

3次元点群データが取得可能なスキャナー

Trimble TX8_3D レーザースキャナ—
サイテックジャパン株式会社
(sitech-japan.com)

GLS-2200シリーズ3DLaser Scanner
トプコンポジショニングアジア
(topconpositioning.asia)

■トプコン杭ナビ

スマートフォンで操作が可能であり、杭
打ち、墨だしが簡単に、ワンマン測量が
実行可能になる。3次元座標も取得可能
であり、面計算も行うことが可能。

■快速ナビ

杭ナビと連携して、測量の補助を行う
アプリ。丁張りや位置だしが簡単にお
こなえるようになる。

LN-150 Layout Navigator
トプコンポジショニングアジア
(topconpositioning .asia)

快測ナビ
KENTEM（株式会社建設システム）

■Li DARスキャナ付きタブレット等を活用した3次元測量アプリケーション
(OPTiMGeoScan)

LiDARスキャナ付きタブレット等を用いて簡易に3次元点群データを取得、出力する
技術。従来はTS測量で対応していたが、本技術の活用により中小規模現場での
ICT活用による省人化、省力化、生産性向上が期待できる。
土50mmの精度を有している。

OPTiMGeo Scan
株式会社オプティム

■配筋検査アプリModely

iPad/iPhone等の汎用機材やレーザースキャナー等で取得した点
群からモデルを自動生成し、現場で配筋検査項目の合否判定・帳
票作成・帳票送付を完了させる技術。
3次元データをベースとしているため、「デジタルデータを活用した
鉄筋出来形計測の試行要領（案）」に規定されている「鉄筋本数、
鉄筋径、配筋間隔、鉄筋かぶり」だけでなく、ダブル配筋・環状型
フープ筋・円周上に並ぶ鉄筋についてもモデル化・計測が可能。

■Al 配筋システム

ステレオカメラ搭載のAI配筋検査端末で撮影した画像
から鉄筋の本数、径（太さ）、間隔を瞬時に自動計測。
従来、複数名で行っていた計測・検査を1名で実施でき
るなど、配筋検査の省力化を実現。AI配筋検査端末に
は天候や鉄筋の状態など、条件が異なる配筋画像を
深層学習させたAIを実装したAI配筋計測技術を採用。

3次元データ
配筋検査ツール
Modely(datalabs.jp)

Field BarR (Al配筋検査端末）
三菱電機ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社
(mee.co.jp)



中小企業向けICT活用に向けた現地計測試験
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○ 防波堤の上部工を対象として、中小企
業での活用を念頭においたICTを用いて、

施設形状や高さを計測、データを取得・
解析し、計測精度等を検証。

＜試験機器＞

• 汎用型UAV（写真測量）

• 地上レーザスキャナ

• モバイル端末（LiDAR機能搭載）

• デジタルカメラ（ステレオカメラ）

汎用型UAV（写真測量） 地上レーザスキャナ モバイル端末

デジタルカメラ（ステレオカメラ）

デジタルカメラ（ステレオカメラ）
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BIM/CIM活用業務・工事の検討経緯

〇 港湾分野では、平成30年度よりBIM/CIMを活用した試行業務を、令和元年度からは試行工事を
実施し、３次元モデルの作成・活用を目的とした各種要領案を整備。

○ 令和４年度までは３次元モデルの作成を中心に取り組んできたが、本年度（令和5年度）から業
務・工事にBIM/CIM を原則適用し、発注者が業務・工事ごとに活用目的（義務項目・推奨項目）を
明確にし、生産性向上を図るための３次元モデルの活用を目指す。

BIM/CIMモデルによる作業船配置計画

 リクワイヤメントの設定(R4d)

 各種要領の整備 /等

◆ BIM/CIM活用業務・工事の実施

BIM/CIMモデルによる照査(取合部の確認）

【BIM/CIMの活用例】

BIM/CIM原則適用
（令和5年度～）

40

R5年度R4年度R3年度R2年度R元年度H30年度H29年度

業務

－工事

試行業務
の実施

試行業務の実
施（桟橋構造岸
壁の原則対象）

先行業務
の実施（杭
式桟橋）

BIM/CIM活用業務・工事の拡大

先行工事
の実施（杭
式桟橋）

試行工事の
実施

リクワイヤメント
の設定

（６項目から原
則３項目以上を
選定）

リクワイヤメン
トの見直し

（実施内容に
合わせて「実施
目的」を示す）

BIM/CIMの
原則適用

（義務項目、
推奨項目の

設定）



BIM/CIM活用業務・工事における各種要領の整備状況（R5年11月時点）
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港湾におけるBIM/CIM適用に関する実施方針および基準類

・港湾事業におけるBIM/CIM活用に関する実施方針（原則適用 実施方針）

・（BIM/CIM原則適用）義務項目、推奨項目（例）の一覧

・BIM/CIM活用ガイドライン（案）第8編港湾編

・BIM/CIM事例集ver.1港湾編

・BIM/CIMモデル等電子納品要領（案）および同解説 港湾編

・3次元モデル標記標準（案） 港湾編（構造物）

・3次元モデル成果物作成要領（案）港湾編

・BIM/CIMモデル作成の積算要領

＜港湾局ホームページにて公開： https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html#yoryo＞

※ 令和４年度新規策定（令和５年度から運用中）

○ BIM/CIM活用業務・工事の各種要領等は、他分野での要領の内容や、試行業務・工事の実績
データやアンケート調査結果等を踏まえた改定や新規作成を行い、現在は、以下の要領等にて
試行業務・工事等を実施中。



港湾分野における「BIM/CIM原則適用」の基本的な考え方(1/3)

○ BIM/CIM活用における原則適用とは、業務・工事ごとに活用目的（義務項目・推奨項目）を明確にし、
３次元モデルを作成・活用等を行うものである。

○ 港湾分野においては、「BIM/CIM原則適用」を下記のとおり定義し、本年度（R5d）より取組中。
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推奨項目義務項目項 目

 視覚化による効果に加え、３次元モデルの複数情報
を重ね合わせた確認、現場条件の確認、施工ステッ
プの確認などを想定する。

 ３次元モデルを活用した、視覚化による効果（例えば、
施設の出来上がりイメージの確認、既設構造との接
続など特定部の確認 など）を想定する。

活用目的

 対象となる業務の特性にあわせ、次段階での活用を想定した活用目的により、
３次元モデルの作成・更新および属性情報の付与を行う。

 ３次元モデルの作成・更新および属性情報の付与は 「３次元モデル成果物作成要領（案）」を参照し、
属性情報はオブジェクト分類名を必須とする。

 作成にあたっての活用目的を明確にする。

実施内容

 新規および大規模プロジェクト、改良事業の設計等業務（原則は細部・実施設計）を対象とする。

 また、３次元モデルの活用が見込めない業務や、構造検討に至らない予備・基本設計等の３次元モデルを作成する
ことが不要な場合は除く。

対 象

 積算要領により計上する。費用計上

 業務の契約後速やかに、
発注者が受注者に当該業務で必要となる成果品等の参考資料（電子データを含む）を貸与する。

 なお、設計図書は２次元図面とし、３次元モデルは参考資料として貸与するものとする。

データ共有

【業務】

※「港湾事業におけるBIM/CIM活用に関する実施方針」にもとづき作成



港湾分野における「BIM/CIM原則適用」の基本的な考え方(2/3)
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推奨項目義務項目項 目

 視覚化による効果に加え、３次元モデルの複数情報
を重ね合わせた確認、現場条件の確認、施工ステッ
プの確認、施工管理での活用などを想定する。

 ３次元モデルを活用した、視覚化による効果（例えば、
施工計画の検討補助、２次元図面の理解補助、現場
作業員等への説明など）を想定する。

活用目的

 一定規模以上の工事については、
活用目的（推奨項目）を設定し、
３次元モデルの作成・更新および属性情報の付与
を行う。

 業務段階で３次元モデルを作成している工事につい
て、作成された３次元モデルを用い、閲覧などにより
活用を行う。
この場合、３次元モデルの作成・更新を伴わない。

実施内容

 港湾工事（構造物工事）および海岸工事（港湾に関わる海岸） について原則対象とする。

 このうち、一定規模は「契約業者取扱要領」に定める「等級に対応する競争のための予定金額」のA等級以上の金
額を想定している。

 ただし、以下については任意とする。
・ 工事目的物が無い工事（撤去工、仮設工、運搬等）
・ ブロック製作工事

 港湾工事（浚渫工事）は全ての工事を対象とするが、ICT浚渫工の実施によりデータ取得を行うことで対応する。
但し、水路測量を伴わない浚渫工事は任意とする。

対 象

 別途見積りなどにより費用計上する。

 発注者が指定しない工事において、受注者の提案・
希望により実施する場合は、別途協議する。

 原則計上しない。費用計上

 工事の契約後速やかに、
発注者が受注者に当該工事で必要となる成果品等の参考資料（電子データを含む）を貸与する。

 なお、設計図書は２次元図面とし、３次元モデルは参考資料として貸与するものとする。

データ共有

【工事】

※「港湾事業におけるBIM/CIM活用に関する実施方針」にもとづき作成



【工事】

【凡例】

◎： 必須として実施

○： 発注者の指定により実施

△： 受注者の希望（任意）により実施
（必要に応じて発注者も指定可）

【業務】

【凡例】

◎： 必須として実施

△： 受注者の希望（任意）により実施
（必要に応じて発注者も指定可）

港湾分野における「BIM/CIM原則適用」の基本的な考え方(3/3)

※「工事目的物が無い工事」、「ブロック製作工事」は、対象外とする。

細部・実施設計予備・基本設計測量・地質調査業務区分

◎△△義務項目

△△△推奨項目

「契約業者取扱要領」に定める
「等級に対応する競争のための予定金額」の

A等級未満想定

（例：港湾土木2.5億円未満）

「契約業者取扱要領」に定める
「等級に対応する競争のための予定金額」の

A等級以上想定

（例：港湾土木2.5億円以上）

工事
発注規模

◎
業務段階で３次元モデルを作成している場合、

3次元モデルの閲覧

◎
業務段階で３次元モデルを作成している場合、

3次元モデルの閲覧

義務項目

△○推奨項目
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※「港湾工事（浚渫工事）」は、全ての工事を対象とするが、ICT浚渫工の実施により
データ取得を行うことで対応する。但し、水路測量を伴わない浚渫工事は任意とする。

◆ 原則適用の分類の整理



BIM/CIM活用業務・工事における各種要領(案)の検討

 BIM/CIM活用試行業務・工事の結果整理・分析（アンケート、取得データ等）

各種要領案の検討（令和５年度）

・ ３次元モデル成果物作成要領（案） 港湾編
→ 「原則適用」等の内容にあわせた改定を検討する。

・ 用語や語句等の新たな定義の反映
・ 「リクワイヤメント」→「活用内容（義務項目、推奨項目）」 等

・ BIM/CIMモデル等電子納品要領（案）および同解説 港湾編
→ 「土木設計業務等の電子納品要領」、「地方整備局（港湾空港関係）

の事業における電子納品運用ガイドライン」等の改定内容をふまえ
て検討する。

○ 「BIM/CIM原則適用」等の国土交通省の方針を踏まえながら、試行事業結果の整理・分析（ア
ンケート結果、取得データ）を反映した 現行の各種要領の改定を実施。

港湾分野における「BIM/CIM原則適用」の基本的な考え方

他分野（道路・河川等）におけるBIM/CIMへの取組内容（各種要領等）
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データ取出

データ登録

「港湾整備ＢＩＭ/ＣＩＭクラウド」の構築・運用

港湾整備BIM/CIMクラウド

BIM/CIM
モデル

調査

測量結果
地盤調査結果

設計

設計モデル

施工

施工記録
出来形情報

維持管理

補修履歴
点検履歴
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受注者

作業中でのデータ更新・加工・利用

発注者

・3次元モデル
標準形式（IFC, J-Lanxml）
オリジナル形式

・案件名
・モデル情報
・属性情報

各種情報の共有
（共有システムの構築等）

施工管理システム

自動・自律化

一元管理システム

完了業務・完成工事のデータを登録
（電子納品データを活用）

○調査、設計、施工、維持管理までの３次元データを、各事業者や受発注者間においてクラウド上で
共有するとともに、データ形式を標準化することで、容易なデータの統合を図る。

○クラウドから、作業中（工程管理や品質・出来形管理等）に必要なデータを抽出し、施工の自動・自
律化や監督・検査の効率化等を実現。

BIM/CIMフォルダ

※令和６年度からの試験運⽤を予定



目 次

 国土交通省における
i-Constructionの取組

 本年度の検討内容

 ICTの活用

 BIM/CIMの活用

 監督・検査の効率化

 人材育成の取組

 今後の展開

47



港湾の建設現場における遠隔臨場の試行

48

概要

施工現場

発注事務所

クラウドサーバー

発注者：事務所で
リアルタイムに確認

受注者：ウェアラブルカメラ等で撮影

施工現場

発注事務所

車移動：片道１時間

発注者：臨場確認
受注者：臨場確認効果のイメージ

従来

遠隔臨場

発注者：移動時間を約４０時間削減（立会が２０回の工事の場合）
受注者：立会調整にかかる時間を大幅に削減

（発注者） ・支度時間＋移動時間を削減できるのは大きい
・生産性向上だけでなく、突発事象の対応にも利用できる
・施工現場をリアルタイムで確認できる

（受注者） ・臨場時間等の調整がしやすくなった
・映像記録として残るため、後で再確認できる

受発注者の声

受発注者ともに、前向きな意見が聞かれた

※東北地方整備局、中部地方整備局が実施した試行工事(旧建)より

受注者は、音声
と映像データを
リアルタイムに
配信

※確認実施者が、

現場技術員の場
合は、映像と音声
を記録・保存し、
監督職員に提出

○ 港湾分野では、令和2年度に他分野にて試行中の「建設現場の遠隔臨場」に準じる形で港湾版の
要領を整備し、各地方整備局等において試行工事を実施し、本年度（R5d）も継続して実施中。

○ 施工業者へのアンケートにおいて、過半数以上が本試行は有効と回答。



「デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測の実施要領（案）」 (令和５年７月 国土交通省大臣官房技術調査課）

• コンクリート構造物の鉄筋組み立て時の段階確認において、所定の性能を有するデジタルカメラ等で撮影した画像を
用いた鉄筋出来形計測に適用し、受発注者の作業効率化等を図るため、「適用の範囲」「画像計測に使用する機器等」
「出来形計測、出来形管理の方法と実施手順」を定めている。

デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測

○ 港湾構造物（ケーソン製作工、上部工等）の鉄筋出来形計測（段階確認）への適用を検討する。
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AI配筋検査端末 Field Bar （三菱電機エンジニアリング(株)）

• ステレオカメラ搭載のAI配筋検査端末で撮影した画像から鉄筋の本
数、径（太さ）、間隔を瞬時に自動計測。従来、複数名で行っていた
計測・検査を1名で実施できるなど、配筋検査の省力化を実現。

• AI配筋検査端末には、
天候や鉄筋の状態など、
条件が異なる配筋画像を
深層学習させたAIを実装
したAI配筋計測技術を採用し、
高精度な配筋検査を実現。

■画像計測機器の例

配筋検査アプリ Modelｙ （DataLabs(株)）

• iPad/iPhone等の汎用機材やレーザースキャナー等で取得した点群
からモデルを自動生成し、現場で配筋検査項目の合否判定・帳票
作成・帳票送付を完了させる技術。

• 3次元データをベースとしているため、
「デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測の
試行要領（案）令和4年6月」に規定されている
「鉄筋本数、鉄筋径、配筋間隔、鉄筋かぶり」
だけでなく、ダブル配筋・環状型フープ筋・
円周上に並ぶ鉄筋（フーチング等）についても
モデル化・計測が可能。

港
湾
構
造
物
の
鉄
筋
出
来
形
計
測
へ
の
適
用
を
検
討
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受発注者への教育・研修等の実施

51

○ 港湾局では、昨年度より、ICT施工やBIM/CIMの普及拡大・知見を深めるため、
定期的に受発注者向けの研修等を実施しており、本年度も引続き実施中。

予定
令和５年度

デジタル・トランスフォーメーションコース

令和4年度 港湾におけるi-Construction
及びBIM/CIM講習会

令和４年度

デジタル・トランスフォーメーションコース
名称

令
和
５
年
度

港
湾
に
お
け
るi-

C
o
n
stru

c
tio

n

及
びB

IM
/
C

IM

講
習
会

（令
和
５
年
12
月
15
日
）

• 各地方整備局、北海道開発局、沖縄
総合事務局、国土技術政策総合研究
所、自治体及び民間企業等の職員を
対象に、i-Constructionやインフラ分野
のDXを推進するための基礎知識の習
得や能力の向上を図る。

• 港湾事業に係る行政機関及び民間企
業等の職員を対象に、i-Construction
及びBIM/CIMに関する基礎知識の習
得、理解を深めることを目的とし、令和
４年度に国土交通省港湾局のホーム
ページに掲載した「i-Construction及び
BIM/CIM研修資料」について講習会を
行う。

• 各地方整備局、北海道開発局、沖縄
総合事務局、国土技術政策総合研究
所、自治体及び民間企業等の職員を
対象に、i-Constructionにおける測量・
設計・施工・検査等の基礎知識の習得、
サイバーポート構築の理解を深めるこ
とでDXを推進するための能力の向上
を図る。

目 的

• 令和5年6月26～27日（2日間）
• オンライン形式（有料）

• 令和4年12月8～9日（2日間）
• オンライン方式（無料）

• 令和4年6月27～28日（２日間）
• オンライン形式（有料）

実 施 日
実施方式

• 国、自治体及び民間企業等の職員
• 申込者数：253名

• 行政機関及び民間企業等の職員
• 参加者数：延べ700名

• 行政機関及び民間企業等の職員
• 申込者数：205名

対象者等

① i-Constructionの概要と港湾における
取組

② ICT施工について

③ ICT測量について（基本編）

④ ICT測量について（応用編）

⑤ 港湾分野のBIM/CIM原則適用について

⑥ 港湾におけるBIM/CIMに関する事例
について

⑦ 港湾工事における今後の展望
（目指すべきところ）

⑧ サイバーポート

① i-Construction概論

② 港湾分野に適用可能なＩＣＴ活用技術

③ ICT活用工事に関する各種要領

④ UAVによる３次元データ取得

⑤ マルチビームを用いた深浅測量

⑥ ＩＣＴ測量(水路測量)の事例

⑦ ＩＣＴ活用工事の実例

⑧ ＩＣＴ活用工事の監督、検査のポイント

⑨ 測量・調査方法の新たな動き

⑩ BIM/CIMの利活用の体系

⑪ 港湾分野におけるBIM/CIMの活用事
例の紹介

① i-Constructionの概要と港湾における
取組

② 国総研におけるICTの取組

③ ICT測量について（基本編）

④ ICT測量について（応用編）

⑤ 港湾におけるBIM/CIM試行業務・工事
の状況（活用例等）について

⑥ 港湾整備BIM/CIMにおける監督検査

⑦ 港湾工事における今後の展望（目指
すべきところ）

⑧ サイバーポート

内 容

■ 研修等の実施概要（予定を含む）



目 次

 国土交通省における
i-Constructionの取組

 本年度の検討内容

 ICTの活用

 BIM/CIMの活用

 監督・検査の効率化

 人材育成の取組

 今後の展開

52



i-Construction・DX 推進に向けた検討

53

○ i-Construction・DX 推進に向けて以下のテーマを掲げ個別検討を実施。
・ 建設現場における生産性を令和７年度（2025年度）までに２割向上を達成
・ 令和５年度からのBIM/CIM原則適用を取り入れた ３次元データの活用
・ BIM/CIMクラウドの構築、自動・自律化施工への対応

○ 昨年度（令和４年度）から、これらの検討テーマについて横断的に情報を共有しつつ、
検討状況は「港湾におけるi-Construction 推進委員会」に報告。

生産性向上に係る検討

検討内容（予定含む）

• 各プロセス毎に指標と考えられる
項目の抽出および効果試算

• データ共有などによりプロセス間で
得られる効果

• 建設生産プロセス全体の効果・生
産性指標の提案

• 実現に向けた課題整理

検討状況報告

• アンケートにより各プロセス毎の効
果の検討・整理、効果試算。

BIM/CIM活用に係る検討

検討内容（予定含む）

• 監督・検査時におけるBIM/CIMの
活用

• 次のプロセスを想定した属性情報

• 作業船やICT機器と連携したデータ
取得の可能性

• 調査、維持管理段階での利用検討

検討状況報告

• 新本牧プロジェクトを事例に監督・
検査に資する属性情報の取り纏め。

自動・自律化施工に係る検討

検討内容（予定含む）

• BIM/CIMクラウドの利用検討

• 自動・自律化施工に必要となる 属
性・形状データの検討

• 自動・自律化施工による効果検討

• 出来形など施工管理にかかる検討

検討状況報告

• BIM/CIMクラウドの利用を想定した
意見交換を実施。

港湾におけるi-Construction 推進委員会

検討状況を報告し
方向性を議論



生産性向上に係る検討

54

• 「建設現場の生産性を2025年度までに2割向上の達成」を目標とし、建設生産システムを構成する
各段階での生産性向上に関する効果指標の検討や試算、その妥当性の検証を行う。

• また、それぞれの効果を複合的に考慮することにより、建設生産システム全体としての生産性向上
にかかる効果について検討を行う。

⽣産性向上にかかる項⽬の検討

 生産性向上に関する検討の方向性の確認

 各実施段階の効果について抽出

 生産性向上にかかる指標の整理・試算

前年度検討を踏まえた港湾施設整備における⽣産性向上の検討
＜検討内容(案)>
 ICT推進方針に位置付けた工種を活用した施設に係る試算

 位置付けた工種以外を活用した施設の施工に係る生産性向上の試算方法

 監督･検査、次工程への円滑な引渡し(BIM/CIM活用等)に係る生産性向上の
試算方法

 港湾の建設生産システム全体での効果の試算

⽣産性向上にかかる検討を推進(前年度に得られた結果の詳細検討)

 内容の精度向上、公表に向けた内容の精査

令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)



BIM/CIM活用に係る検討
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• 令和５年度からBIM/CIM原則適用を開始し、業務・工事ごとに発注者が３次元モデルの活用内容を
明確にした上で、受発注者で活用することの義務付け。

• BIM/CIMの活用方法を明確化し、業務・工事において利用の促進方策、作業船の自動・自律化へ
の円滑な対応に必要な事項について検討。

既存の検討事例等を踏まえたBIM/CIM活⽤にかかる検討

 監督・検査（出来形・品質管理）に活用する際に必要な属性情報の検討

 維持管理への活用に向けた検討

前年度検討を踏まえた港湾整備事業におけるBIM/CIM活⽤の検討
＜検討案>
 効率的な業務・工事の実施に資するBIM/CIM活用目的の明確化

（受発注者へのヒアリング結果等をふまえた再整理 等）

 活用目的をふまえたシステム構築にかかる検討
（クラウドシステムの必要機能や、他システムとの連携 等）

 維持管理に係る３次元モデルの活用に向けた検討

BIM/CIM活⽤の促進⽅策(前年度に得られた結果の詳細検討)

 内容の精度向上、BIM/CIM活用方法・効果の精査

令和4年度
(2022年度)

令和5年度
(2023年度)

令和6年度
(2024年度)



自動・自律化に係る検討

○ 想定する検討内容
• BIM/CIMを活用した自動・自律化施工
にかかる検討

◆検討の全体像（イメージ）

○想定する検討内容
• プログラム開発や作業船の新造・改良
にかかる検討

主に国が担う部分 主に⺠間が担う部分

必要となるデータの登録

自動・自律化に向けた環境整備

スケジュール

および検討内容の
共有と連携

○ ICT、BIM/CIMの活用により、海上工事における作業船の自動・自律化施工の検討を進め、
更なる生産性向上を図る。

○ BIM/CIMクラウドからのデータ連係と作業船新造・改造に伴う検討事項の共有。
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R8dR7dR6dR5dR4dR3dR2d項目工種方針

目 標

測量
設計

浚渫工

Ｉ
Ｃ
Ｔ
浚
渫
工
の
推
進

施工

要領
基準

測量・設計

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
事
業
の
拡
大

施工
基礎工

（捨石投入）

ﾌﾞﾛｯｸ据付工
（被覆・根固・消波）

要領
基準

施工

本体工
（ｹｰｿﾝ式）

要領
基準

施工

海上地盤改良工
（床掘工・置換工）

要領
基準

ｰその他

港湾におけるi-Construction・DX推進に向けたロードマップ(案)(1/2)
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（黒字：計画と同じ、 赤字：新規実施）

○ICT浚渫工の各種要領の検証・改定

・測量マニュアル ・数量算出 ・出来形管理 ・監督検査 ・積算

○ICT浚渫工（施工ICT化）の本格運用

・取得データ解析の迅速化 ・測量成果資料の統合・簡素化 ・施工中における適用技術の検討 ・施工履歴の活用 ・施工の自動化 等

○ICT基礎工の本格運用

○各種要領の運用

【基礎工】 ・出来形管理 ・監督・検査（人力均し、機械均し）

・CUBE処理対応の改定版の検討・整備、運用

○マルチビーム取得データ解析技術
の本格運用

○マルチビーム取得データ解析の迅速化の検討（クラウド処理システム等）○マルチビームによる深浅測量の本格運用

○モデル工事、試行工事の実施

・施工中における適用技術の検討、・捨石均しの出来形計測手法の検討（マルチビーム、施工履歴等）

○マルチビーム取得データ解析技術
の本格運用

○マルチビーム取得データ解析の迅速化の検討（クラウド処理システム等）○マルチビームによる深浅測量の本格運用

○各種要領の検証・改定、検討・整備

【基礎】 （検証・改定）・数量算出 ・積算 （検討・整備）・測量ﾏﾆｭｱﾙ ・出来形管理・監督検査
【ﾌﾞﾛｯｸ据付】（検証・改定）・完成形状確認 ・積算

（検討・整備）・測量ﾏﾆｭｱﾙ ・数量算出 ・出来形管理 ・監督・検査

○各種要領の検証・改定

・出来形管理 ・監督・検査 ・積算
○各種要領の検証・改定、検討・整備

（検証・改定）・積算、実施要領 ・（検討・整備）出来形管理、監督・検査要領

○ICT本体工の本格運用

・ケーソン据付工（据付システム）

○試行工事の実施

・ｹｰｿﾝ据付工(ｼｽﾃﾑ)

○モデル工事の実施

・ケーソン据付システム（技術的課題の検証） 等

○ICT海上地盤改良工の本格運用
○モデル工事・試行工事の実施

・施工中の適用技術の検討 ・出来形計測の検討（施工履歴の活用） 等
○先行工事の結果の

検証

○各種要領の運用

・出来形管理、監督検査（施工履歴）

○各種要領の検証・改定、検討・整備

・測量マニュアル ・数量算出 ・出来形管理（＋施工履歴） ・監督検査（＋施工履歴） ・積算

○各種要領の整備

・全国版への展開

⇒ BIM/CIM原則適用 ⇒ 生産性２割向上

○中小企業向けICT活用工事の検討・実施 （モデル工事等）

○自動・自律化施工に向けた検討

○潜水作業におけるICT活用工事の検討・実施 （モデル工事等）

○ICT構造物工の検討・実施 （モデル工事等）

○生産性向上に係る検討



R8dR7dR6dR5dR4dR3dR2d項目方 針

目 標

設計

BIM/CIMの活用

施工

維持
管理

要領
基準

監督・検査の省力化

その他

○BIM/CIMの適用範囲の拡大

・義務項目、推奨項目の拡大

・より高度なデータ活用に向けた検討

港湾におけるi-Construction・DX推進に向けたロードマップ(案)(2/2)
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（黒字：計画と同じ、 赤字：新規実施）

○BIM/CIMの原則適用

・小規模を除く全ての

公共工事で原則適用

・義務項目、推奨項目
の設定

○BIM/CIM活用業務・工事の拡大

○各種要領(港湾編)の検証・改定、検討・整備

・原則適用の実施方針や、その後の適用範囲の拡大等をふまえて整備

○研修会・説明会の実施
・「i-Construction担当者実務コース」の実施 （基礎知識習得等を目的とした整備局や自治体等の実務担当者向けの研修会）

人材の育成、
全体最適の導入、

施工時期の平準化 等

○監督・検査の省力化のための取組を実施

・リクワイヤメントの見直し

「①円滑な事業執行」
に限定し、実施内容に合わせて
「実施目的」を示す運用に
見直し

・ リクワイヤメントの設定

「①円滑な事業執行」
「②基準要領等の改定に向けた
課題抽出」
の目的で、６,項目設定し
原則３項目以上を選定

○各種要領(港湾編)
の検証・改定、

検討・整備
・BIM/CIM活用ｶ゙ｲﾄ゙ﾗｲﾝ案

・BIM/CIMモデル等
電子納品要領案および
同解説（改定版）

・3次元モデル成果物
作成要領案

・BIM/CIM事例集

・積算要領（改定版）
・実施要領（改定版)

○各種要領(港湾編)
の検証・改定、

検討・整備

・BIM/CIM活用ｶ゙ｲﾄ゙ﾗｲﾝ案
・BIM/CIMモデル等

電子納品要領案
および同解説（改定版）

・積算要領（改定版）

・実施要領（改定版)

○教材・研修資料の整備
・ ICT施工やBIM/CIMに関する受発注者双方の技術力向上を目的とした資料を作成

◯維持管理への活用検討

○研修等の実施、教材等の充実
・ 作成した資料を使用した研修等を実施 ・ 研修等の実施結果をふまえ、教材を充実

○施工管理・監督検査へのICT･BIM/CIMの活用

・クラウド等を活用した情報プラットフォーム構築

による施工情報の共有化・一元化

○監督・検査の省力化
・ウェアラブルカメラ等を活用した遠隔検査

（要領の作成、試行工事の実施・効果の検証 等）

⇒ BIM/CIM原則適用 ⇒ 生産性２割向上

○生産性向上に係る検討



「港湾におけるi-Construction 推進委員会」の検討内容

■「本年度 委員会」での検討内容（案）

◆ 港湾における i-Construction の取組状況 および 活用・拡大方針

昨年度委員会での「i-Constructionの取組方針」「ロードマップ案」を踏まえた、
具体的な取組状況の報告 および 今後の活用・拡大方針についての提案。

 ＩＣＴ活用工事の実施状況、要領案の改定・策定内容

 ＢＩＭ/ＣＩＭ活用業務・工事の実施状況、実施要領案の改定・策定内容

 監督・検査の省力化や、人材育成に向けた取組状況 等

第
７
回
委
員
会
（
11
／
20
）

第
８
回
委
員
会
（２
月
予
定
）

◆ 上記、活用・拡大方針を踏まえた
ICT・BIM/CIM活用の各種要領、課題・対応策等の検討

ＩＣＴ・BIM/CIM活用事業の実施結果、監督・検査の省力化への取組結果等を踏
まえた各種要領、さらなる活用に向けての課題・対応策等の検討。

 ＩＣＴ活用工事 実施要領
浚渫工（CUBE処理対応版） 等

 BIM/ＣＩＭ活用業務・工事（港湾編） 実施要領
3次元モデル成果物作成要領案 等

 監督・検査業務の省力化、人材育成へ向けた取組結果
情報プラットフォーム活用や遠隔臨場結果の紹介、研修実施 等

港湾 における
i-Construction推進

幹事会
（11/16）
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港湾 における
i-Construction推進

幹事会
（1～2月予定）


